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（内閣府） 

 

 

 

 

子育て世帯への臨時特別給付金 

概 要 
児童手当を受給する子育て世帯に対し、 

対象児童 1人につき 1万円を臨時特別給付金として支給します。 

対 象 者 

令和 2年 4月分（3月分を含む）の児童手当の支給を受ける方。 

※特例給付の支給を受けている方は対象にはなりません。（所得制限限度額以上

の所得者（児童１人当たり月額 5千円が支給される方）） 

支 援 内 容 対象児童 1人につき 1万円 

手 続 方 法 

公務員以外の方は原則申請は不要です。 

本給付金の給付を辞退される方は、令和 2年 6月 10 日までに「給付金受給拒否の

届出書」の提出が必要になります。 

※公務員の方は、所属庁から案内があります。 

職場から配布される申請書の「公務員児童手当受給状況証明欄」に証明を受け

たうえで基準日時点（令和 2年 3月 31 日、新高校 1年生の場合は令和 2年 2

月 29 日）の住所地へ申請してください。 

申 請 期 間 令和 2年 11 月 30 日まで（公務員の方のみ） 

問い合わせ 市民生活部 市民課 管理係【電話番号：0176-53-5111（内線 237）】 
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（三沢市） 

 

  

「ふるさと三沢」大学生等応援給付金 

概 要 

「ふるさと」三沢市を離れて大学等で学ぶ学生が、新型コロナウイルス感染拡大

の影響により、日常の活動が大きく制限され、学業の継続が困難になることが見

込まれる学生に対し、大学生等応援給付金を支給します。 

対 象 者 

【受給対象】 

 次の①～③の要件を満たす学生が対象 

①市内の小学校または中学校を卒業し、かつ、市内に住所を有するまたは有して

いた学生。 

②学校教育法に規定する大学、短期大学、大学院、高等専門学校４学年以上、専

修学校専門課程、または学校教育に類する教育を行う教育施設に申請日時点で

在学している学生（予備校含む）。 

③保護者について･･･保護者は三沢市に住民登録があり、令和２年４月２７日時点

で三沢市住民基本台帳に記録されていること。また、学生を扶養していること。 

支 援 内 容 1 人 10 万円給付 

必要なもの 

② 「ふるさと三沢」大学生等応援給付金申請書 

②学生の在学（在籍）証明書（令和 2 年 5 月 1 日以降に発行されたもの）、学

生証の写し、健康保険証の写し 

③申請者の本人確認書類の写し（マイナンバーカード、運転免許証、パスポー

ト、健康保険証と年金手帳） 

④振込先となる学生等の通帳等の写し 

手 続 方 法 

申請書は、市ウェブサイト新型コロナウイルス関連情報からご覧いただき、ダ

ウンロードするか、市教育委員会窓口（三沢市役所別館 3階）でお受け取りく

ださい。感染症対策のため、申請は可能な限り郵送でお願いします。 

申 請 期 間 令和 2年 5月 25 日（月）～9月 30 日（水）まで（当日消印有効） 

問い合わせ 
三沢市 教育委員会 生涯学習課  

【電話番号：53-5111（内線 369，379，386，293）】 
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（三沢市・青森県後期高齢者医療保険） 

 

 

 

  

傷病手当金の支給（国民健康保険・後期高齢者医療保険） 

概 要 
新型コロナウイルス感染症に感染（感染疑い含む）した者の療養中の生活保障を

行います。 

対 象 者 

被用者である者で国民健康保険又は後期高齢者医療保険の被保険者で、新型コロ

ナウイルス感染症に感染（感染疑い含む）したことにより、労務に就くことがで

きず、その期間の給料等の全部又は一部を受けることができなかった方。 

支 援 内 容 

直近 3カ月の平均賃金（日額）×2/3×日数 

※平均賃金（日額）の上限は健康保険法に規定する標準報酬月額等級の最高等

級による額の 30分の 1とします。 

※支給対象日数 当該理由により労務に就くことができなくなった日から起

算し、3日を経過した日から労務に就くことができない期間のうち、就労を予

定していた日 

※適用期間 令和 2年 1月 1日から令和 2年 9月 30 日 

必要なもの 申請書 

手 続 方 法 申請書に必要事項を記入し国保年金課へ提出（郵送可） 

申 請 期 間 令和 2年 7月から令和 2年 12 月 28 日まで 

問い合わせ 市民生活部 国保年金課【電話番号：53-5111（内線 239）】 
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（三沢市） 

 

 

 

 

  

住居確保給付金 

対 象 者 
離職・廃業から 2年以内または休業等により収入が減少し離職等と同程度の状

況にあり、住居を喪失した又は住所を喪失するおそれのある世帯 

支 援 内 容 

支給額の上限： 

 単身世帯   30,000 円 

 2 人世帯   36,000 円 

 3～5 人世帯  39,000 円 

 6 人世帯   42,000 円 

 7 人以上世帯 47,000 円 

支給期間：3ヶ月間（一定の条件により 3ヶ月間の延長及び再延長が可能） 

支給方法：大家等へ代理納付 

必要なもの 

・住居確保給付金申請書 

・住居確保給付金申請時確認書 

・本人確認書類（運転免許証、個人番号カード、住民基本台帳カード、旅券、 

各種福祉手帳、健康保険証、住民票・戸籍謄本の写し） 

・離職・休業の確認ができる書類 

・世帯全員の給料明細等、事業主の方は収支表など（収入のわかるもの） 

・世帯全員の全通帳 

・公共料金の請求書や領収書（直近 3ヶ月分） 

・印鑑 

※申請者によって違いがあるため、ご相談時にお伝えします。 

手 続 方 法 
まず、電話・FAX・電子メールにてご相談ください。（現在、感染予防のため、

窓口での面談を縮小しておりますので、ご協力ください。） 

そ の 他 
その他にも収入基準や金融資産など要件があります。詳しくはお問い合わせく

ださい。 

申 請 期 間 随時 

問い合わせ 
三沢市福祉部生活福祉課 生活困窮自立支援相談窓口 

【電話：0176-51-8770】（土日・祝日は除く） 
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（三沢市社会福祉協議会） 

 

 

 

  

緊急小口資金特例貸付 

対 象 者 
新型コロナウイルスの影響を受け、休業等により収入の減少があり、緊急かつ

一時的な生計の維持のための貸付を必要とする世帯 

支 援 内 容 

一世帯あたり 10万円以内 
（特に必要と認められる場合※は、一世帯あたり 20 万円以内） 
※特に必要と認められる場合の例 
① 世帯員の中に新型コロナウイルス感染症の罹患者がいるとき 
② 世帯員に要介護者がいるとき 
③ 世帯員が 4 人以上いるとき 
④ 世帯員にⅰ又ⅱの子の世話を行うことが必要となった労働者がいるとき 

  ⅰ 新型コロナウイルス感染症拡大防止策として臨時休校した小学校等に通う子 
ⅱ 風邪症状など新型コロナウイルスに感染したおそれのある小学校等に通う子 
⑤ 世帯員の中に個人事業主等がいること等のため、収入減少により生活に要す
る費用が不足するとき 

⑥ ①から⑤までに掲げるもののほか、特に資金の貸付需要があると認められる
とき 

据置期間：1年以内 
償還期限：2年以内 
貸付利子・保証人：無利子・不要（2年を超えると延滞利子年 3.0％） 
※低所得世帯・障害者世帯・高齢者に限定しない。 

必要なもの 

・借入申込書 
・運転免許証・健康保険証などの身分証明書のコピー 
・住民票の写し（世帯全員分）※コピー不可 
・在留カード・特別永住者証明書のコピー（外国籍の方） 
・申込者本人の通帳（表紙と口座名義人の名前がカタカナで記載されているペ

ージ）※振込先となります。 
・借用書 
・重要事項説明書 
・収入の減少状況に関する申立書 

手 続 方 法 
事前に三沢市社会福祉協議会へ電話にてご相談ください。 

【電話：0176-53-3422】（土日・祝日は除く） 

申 請 期 間 令和 2年 12 月 28 日まで 

問い合わせ 

三沢市社会福祉協議会【電話：0176-53-3422】（土日・祝日は除く） 

※貸付の基本的な内容についての問合わせは厚生労働省コールセンターもご

利用下さい。 

「個人向け緊急小口資金・総合支援資金相談コールセンター」 

【電話：0120-46-1999】 受付時間：9:00～21:00（土日・祝日含む） 
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（三沢市社会福祉協議会） 

 

 

 

 

総合支援資金 

対 象 者 
新型コロナウイルスの影響を受け、失業や収入の減少等により生活に困窮し、

日常生活の維持が困難となっている世帯 

支 援 内 容 

貸付上限額 

 単身世帯   月 15 万円以内 

 二人以上世帯 月 20 万円以内 

貸付期間：原則 3か月以内 

償還期限：据置期間を 1年以内とし 10 年以内に償還 

貸付利子・連帯保証人：無利子・不要（10 年を超えると延滞利子年 3.0％） 

※低所得世帯・障害者世帯・高齢者に限定しない 

必要なもの 

・収入の減少状況に関する申立書 

・借入申込書 

（特例緊急小口資金の貸付を受けられている方） 

・特例緊急小口資金の「貸付決定通知」の写し 

・特例緊急小口資金の振込口座と異なる口座への送金を希望される場合は、

申込者本人の通帳のコピー（表紙と口座名義人の名前がカタカナで記載さ

れているページ） 

（特例緊急小口資金の貸付を受けられていない方） 

・運転免許証、健康保険証などの身分証明書のコピー 

・住民票の写し（世帯全員分）※コピー不可 

・在留カード、特別永住者証明書のコピー（外国籍の方） 

・申込者本人の通帳のコピー（表紙と口座名義人の名前がカタカナで記載さ

れているページ）※振込先となります。 

手 続 方 法 
事前に三沢市社会福祉協議会へ電話にてご相談ください。 

【電話：0176-53-3422】（土日・祝日は除く） 

申 請 期 間 令和 2年 12 月 28 日まで 

問い合わせ 

三沢市社会福祉協議会【電話：0176-53-3422】（土日・祝日は除く） 

※貸付の基本的な内容についての問合わせは厚生労働省コールセンターもご

利用下さい。 

「個人向け緊急小口資金・総合支援資金相談コールセンター」 

【電話：0120-46-1999】 受付時間：9:00～21:00（土日・祝日含む） 
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（文部科学省） 

 

 

 

  

「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』 

概 要 

新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、世帯収入・アルバイト収入の大

幅な減少により、学生生活にも経済的な影響が顕著となっている状況の中で、大

学等での修学の継続が困難になっている学生等が修学をあきらめることがないよ

う、現金を支給する事業です。 

対 象 者 

国公私立大学(大学院含む)・短大・高専・専門学校（日本語教育機関を含む） 

（家庭から自立してアルバイト収入により学費等を賄っている学生等で、今回の

新型コロナウイルス感染症拡大による影響で当該アルバイト収入が大幅に減少

し、大学等での修学の継続が困難になっているもの） 

支 援 内 容 

【支給金額】 

・住民税非課税世帯の学生 20 万円 

・上記以外の学生等    10 万円 

必要なもの 

・学生支援緊急給付金申請書 

・誓約書 

・その他支給要件を満たすことを証明する書類 

手 続 方 法 
文部科学省ホームページに掲載されている様式をダウンロードの上、必要事項を

記入し、定められた期限までに必要書類を在学校へ提出してください。 

申 請 期 間 

令和 2年 5月 19 日以降、順次各大学等において受付を開始します。 

（申請締切日を在学校に必ず確認し、募集時期を逃さないように注意してくださ

い。） 

問い合わせ 不明な点は在学する学校にお問い合わせください。 
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（三沢市・青森県後期高齢者医療保険） 

 

 

 

 

 

 

保険税（料）の減免（国民健康保険・後期高齢者医療保険） 

概 要 保険税（料）の減免を行います。 

対 象 者 

新型コロナウイルス感染症により、下記に該当する方。 

①主たる生計維持者が死亡、重篤な傷病を負った場合。 

②主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下 

「事業収入等」いう。）の減少が見込まれ次の要件をすべて満たす場合。 

⑴ 世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（損害賠償等で 

 補填される金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額の 10分の 3 

 以上であること。 

⑵ 世帯の主たる生計維持者の前年の所得の合計額が 1,000 万円以下である 

 こと。 

⑶ 世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る所

得 

以外の前年の所得の合計額が 400 万円以下であること。 

支 援 内 容 

令和 2年 2月 1日から令和 3年 3月 31 日までの間に納期限がある保険税（料）

について減免基準に応じた割合を減額又は免除する。 

①世帯の主たる生計維持者が死亡又は重篤な傷病を負った世帯の方 

 ⇒全額免除 

②世帯の主たる生計維持者の収入減少が見込まれる世帯の方（所得制限有） 

 ⇒保険税（料）の一部を免除 

必要なもの 申請書、前年の確定申告（写し）、帳簿など今年の収入のわかる書類、印鑑 

手 続 方 法 申請書に必要事項を記入し国保年金課へ提出（郵送可） 

申 請 期 間 令和 2年 7月から令和 3年 3月 31 日まで 

問い合わせ 市民生活部 国保年金課【電話番号：0176-53-5111（内線 239）】 
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（三沢市） 

 

（三沢市・日本年金機構） 

 

子ども医療費 

概 要 受給資格証の更新手続きの簡略 

対 象 者 受給資格証の更新が未申請の方 

支 援 内 容 
従来、窓口にて受付していた子ども医療費受給資格証の更新手続きを簡略化

し、対象保護者へ直接郵送にて交付する。 

必要なもの -- 

手 続 方 法 -- 

申 請 期 間 令和 2年 7月から 

問い合わせ 市民生活部 国保年金課【電話番号：0176-53-5111（内線 298）】 

国民年金保険料の納付猶予等 

概 要 国民年金保険料の納付猶予など 

対 象 者 
新型コロナウイルス感染症の影響により減収となった方で令和 2 年 2 月以降の所

得が免除基準相当になることが見込まれる方 

支 援 内 容 国民年金保険料の免除・納付猶予 

必要なもの 申請書、所得申立書（臨時特例用）、所得が分かる書類（給与明細書等）、認印 

手 続 方 法 申請書と所得申立書を記入し、国保年金課又は八戸年金事務所に提出（郵送可） 

申 請 期 間 令和 2年 5月から受付開始 令和 2年 2月分から令和 3年 6月分までの申請 

問い合わせ 
市民生活部 国保年金課 

八戸年金事務所 国民年金課 TEL：0178-44-1742 
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（三沢市） 

 

  

市営住宅使用料の減免又は徴収の猶予 

対 象 者 
市営住宅にお住まいの方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が

著しく減少した方 

支 援 内 容 

新型コロナウイルス感染症の影響で解雇や離職等により、収入が著しく減少し

たため、市営住宅使用料の納付が困難な場合、減免または徴収猶予の負担軽減

措置を受けられることがあります。 

※収入額によっては、減免等を受けられない場合があります。 

必要なもの 申請者によって違いがあるため、ご相談時にお伝えします。 

手 続 方 法 電話にてお早めにご相談ください。 

申 請 期 間 随時 

問い合わせ 三沢市 建設部 建築住宅課 【電話番号:0176-53-5111（内線 260、263）】 
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（三沢市） 

介護保険料減免 

概 要 介護保険料の減免 

対 象 者 

65 歳以上の介護保険第１号被保険者で新型コロナウイルス感染症の影響に

より、その者の属する世帯の主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、山林

収入又は給与収入（以下「事業収入等」という。）の減少が見込まれ、次の①

及び②に該当する方。 

① 世帯の主たる生計維持者の令和 2年の事業収入等のいずれかの減少額（保

険損害賠償等による補填されるべき金額を控除した額）が令和元年の当該

事業収入等の額の 10 分の 3以上であること。 

② 世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る

所得以外の令和元年の所得の合計額が 400 万円以下であること。 

支 援 内 容 

令和 2 年 2 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの間に納期限が設定されて

いるものが減免の対象となります。 

【表 1】で算出した対象保険料額に、【表 2】の世帯の主たる生計維持者の

令和元年の合計所得金額の区分に応じた減免割合を乗じて得た額を減免 

対象保険料額（Ａ×Ｂ/Ｃ）×減額又は免除の割合（Ｄ）＝保険料減免額 

【表１】 

対象保険料額＝Ａ×Ｂ/Ｃ 

Ａ：当該第一号被保険者の保険料額 

Ｂ：第一号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の減少することが 

見込まれる事業収入等に係る令和元年の所得額 

Ｃ：第一号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の令和元年の合計 

所得金額 

【表２】 

世帯の主たる生計維持者の令和元年

の合計所得金額 

減額又は免除の割合（Ｄ） 

200 万円以下であるとき 全部 

200 万円以上であるとき 10 分の 8 
 

必要なもの 
申請書、本人確認書類（免許証等）、印鑑(認め可)、帳簿等の収入が減少した

ことがわかる書類 

手 続 方 法 申請書に必要事項を記入し介護福祉課窓口へ提出（郵送可） 

申 請 期 間 令和 2年 7月から令和 3年 3月 31 日まで 

問い合わせ 三沢市 福祉部 介護福祉課【電話番号：0176-51-8773】 
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国税庁（税務署） 

 

コロナの影響で中止等されたイベントに関する寄附金控除 

概 要 

新型コロナウイルス感染症に関する政府の自粛要請を受けて、中止等された文化

芸術・スポーツイベントについて、チケット払戻しを受けない（放棄する）こと

を選択された方は、その金額分を「寄附」と見なし、税優遇（減税）を受ければ、

チケット代の一部が還付金として戻ってきます。 

対 象 者 チケット払戻しを受けない（放棄する）ことを選択した方 

支 援 内 容 

「寄附」合計額から2,000円を引いた額の40％分に当たる金額が、所得税から減税

（税額控除方式の場合） 

Ｅｘ．10,000円のチケット代金を払い戻さずに寄附をすることとした場合、最

大で3,200円が減税 

必要なもの 
・イベントのチケット 

・イベント主催者が発行する「指定行事証明書」「払戻請求権放棄証明書」 

手 続 方 法 

①主催者などがイベントの指定を受けた旨を公表 

②主催者に払戻しを受けない意思を連絡 

③ 主催者から２種類の証明書を受領 

④ 翌年 2月中旬～3月中旬に確定申告 

申 請 期 間 翌年2月中旬～3月中旬（税務署にて確定申告） 

問い合わせ 

文化庁 税制担当 

 ： 03-5253-4111（内線：4764） 

スポーツ庁 税制担当 

： 【観戦チケットの払戻しについて】 03-5253-4111（内線：2686） 

： 【イベント参加料の払戻しについて】 03-5253-4111（内線：2688） 
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（三沢市） 

市税の徴収猶予の「特例制度」 

概 要 

◆新型コロナウイルスの影響により事業等に係る収入に相当の減少があった方

は、1年間、市税の徴収の猶予を受けることができるようになりました。 

◆担保の提供は不要です。延滞金もかかりません。 

◆対象となる市税は、令和 2年 2月 1日から令和 3年 1月 31 日までに納期限が到

来する個人市民税、法人市民税、固定資産税など、すべての税目が対象となり

ます。 

（注）税金が免除になるものではありません。猶予を受けた税金は、猶予期間の

終了する日までに納付する必要があります。 

対 象 者 

◆以下の①②のいずれも満たす納税者・特別徴収義務者（個人法人の別、規模は

問わず）が対象になります。 

① 新型コロナウイルスの影響により、令和 2年 2月以降の任意の期間（1か月

以上）において、事業等に係る収入が前年同期に比べて概ね 20％以上減少

していること。 

② 一時に納付し、又は納入を行うことが困難であること。 

「困難であること」の判断は、少なくとも向こう半年間の事業資金や生活資

金を考慮に入れるなど、申請される方の置かれた状況に配慮し対応します。 

支 援 内 容 
◆対象税目の納期限から 1年間納税の猶予が認められます。 

◆猶予期間中の延滞金は免除になります。 

手 続 方 法 

◆以下の①②③を税務課までご提出ください 

① 徴収猶予申請書 

② ・財産収支状況書（猶予を受けようとする金額が 100 万円以下の場合） 

・財産目録及び収支の明細書（猶予を受けようとする金額が 100 万円以上  

の場合） 

③ 申請書のほか、昨年同時期と収支の状況を比較できる資料や現金、預金の

状況が分かる資料 

（例）事業収支を記した帳簿、給与明細、預金通帳のコピーなど 

◆最近（二か月程度）の国税や社会保険料の納税の猶予申請書及び猶予許可通知

書の写しが提出されれば、記載の省略や審査の簡略化が可能です。 

（注）新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、できる限り郵送でご提出い

ただきますようお願いします。なお、申請書等の様式は、市ホームページで

ダウンロードできるほか、税務課でもご用意しております。 

申 請 期 間 

◆以下の①②のいずれかの日までに申請が必要です。 

 ①納期限が令和 2年 6月 30 日まで → 納期限まで 

 ②納期限が令和 2年 7月 1 日以降  → 各期別の納期限 

問い合わせ 三沢市財務部税務課収納係 【電話番号：0176-53-5111（内線 163・１64）】 
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（三沢市） 

 

（三沢市） 

上下水道料金等の支払いの猶予 

概 要 
水道使用者から申し出があった場合、収入の減少状況を聞き取り最長４か月支払

いを猶予します。 

対 象 者 
新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少し、一時的に水道料金、下

水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料の支払いが困難な方 

支 援 内 容 

水道料金、下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料の支払いを最長４か

月猶予します。 

※上下水道料金等の減額や支払いを免除するものではないので、ご注意くださ

い。 

必要なもの 
ご連絡の際は、お手元に水道使用水量等のお知らせ（検針票）や納入通知書を

ご用意願います。 

手 続 方 法 
感染防止の観点から窓口での相談は差し控えさせていただきますので、電話で

ご連絡ください。 

申 請 期 間 令和 2年 4月 8日～ 

問い合わせ 

三沢市水道お客さまセンター 

電話：0176-51-2373 

受付：平日の午前 8時 15 分から午後 5時まで 

三沢市プレミアム付飲食券 

概 要 

新型コロナウイルス感染症拡大により、影響を受けている市内の飲食事業者への

支援と、市民への生活支援及び消費喚起を目的として、プレミアム率 40％（5,000

円の支払いで 7,000 円分の利用可能）の飲食券を販売します。 

対 象 者 どなたでも購入できます。 

支 援 内 容 7,000 円分の飲食券が 5,000 円で購入できます。 

必要なもの 
令和 2 年 9 月 1 日～令和 2 年 9 月 25 日までは先行販売期間となり、1 世帯に

つき 1冊のみの購入になります。その際先行販売用はがきが必要になります。 

申 請 期 間 令和 2年 9月 1日～売り切れまで 

問い合わせ 
三沢市商工会 

電話：0176-53-2175 
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（経済産業省） 

  

持続化給付金 

対 象 者 
2020 年１月以降、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、事業収入が

前年同月比▲50％以上の中小企業・団体および個人事業主 

支 援 内 容 

事業の継続を支え、再起の糧とするため、事業全般に広く使える給付金を給付 

法人：200 万円 

個人事業主：100 万円 

※ただし、昨年 1年間の売上からの減少分が上限 

必要なもの 

・確定申告書類 

・2020 年分の対象月の売上台帳等 

・通帳の写し 

・本人確認書の写し 

手 続 方 法 

持続化給付金の申請用ホームページからの電子申請。 

電子申請を行うことが困難な方のために、完全事前予約制とする「申請サポー

ト会場」を開設。 

申 請 期 間 令和 2年 5月 1日～令和 3年 1月 15 日 

問い合わせ 
持続化給付金事業コールセンター【電話：0120-115-570】 

ＩＰ電話等【電話：03-6831-0613】 
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（厚生労働省） 

  

雇用調整助成金（特例措置） 

対 象 者 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける雇用主（農林水産業含む） 

支 援 内 容 

コロナウイルスの影響を受ける事業者が、労働者を一時的に休業させて雇用

維持を図った場合に、休業手当や賃金の一部を助成 

特例期間：令和 2年 4月 1日から 6月 30 日 

助成率：中小企業 4/5 以上、大企業 2/3 以上 

※解雇を伴わない場合は中小企業 9/10、大企業 3/4 

 ※教育訓練を実施した場合は、助成金の加算があります。 

 中小企業 2,400 円、大企業 1,800 円 

※中小企業が都道府県知事から休業要請を受ける等、一定の要件を満たす

場合は休業手当全体の助成率が 100％ 

※その他、中小企業が解雇等を行わず、賃金の 60%を超えて休業手当を支

給する場合、60%を超える部分に係る助成率を 100％ 

必要なもの 

計画届に必要な書類 

・様式第 1号（1）  休業等実施計画（変更）届 

・様式特第 4号   雇用調整事業所の事業活動の状況に関する申出書 

・確認書類①    休業協定書 

・確認書類②    事業所の規模を確認する書類 

支給申請に必要な書類（休業の場合） 

・様式特第 6号   支給要件確認申立書・役員等一覧 

・様式特第 9号または 12 号 休業・教育訓練実績一覧表 

・様式特第 8号または 11 号 助成額算定書 

・様式特第 7号または 10 号 （休業等）支給申請書 

・確認書類①    労働・休日の実績に関する書類 

・確認書類②    休業手当・賃金の実績に関する書類 

手 続 方 法 
計画届の提出や支給申請先は、事業所の所在地を管轄する都道府県労働局 

またはハローワークとなります。（郵送可） 

申 請 期 間 

支給申請期限は「支給対象期間」の末日の翌日から起算して 2か月以内です。

すでに休業を実施し、休業手当を支給している場合でも、令和 2 年 6 月 30

日までは、事後に提出することが可能です。 

問い合わせ 
ハローワーク三沢【電話：0176-53-4178】 

（申請支援）三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 
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（三沢市） 

 

 

 

 

 

 

（第 2 次）三沢市経済対策支援助成金 

概 要 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受け、売上高等が減少し、事

業経営に大きな影響を受けている事業者を支援 

対 象 者 

１．市内に店舗・事業所を有する法人及び個人事業者のうち、下記業種に該当す

る事業主 

（1）漁業操業者、宿泊業(ホテル、民宿等)、タクシー・運転代行業、学習支援業

(学習塾、教養・技能教室、自動車学校等) 

（2）卸売業・小売業、生活関連サービス業 (洗濯業、理容、美容（エステ・ネイ

ル等含む）、公衆浴場、旅行業、冠婚葬祭業、スポーツ施設提供業等) 

※（2）に掲げる業種においては、3～5 月中のひと月の売上（前年同月比）が２

０％以上減少した事業主に限る。 

支 援 内 容 １事業主あたり 20 万円（2事業所以上経営する事業主には 40 万円） 

必要なもの 

１．申請書（市 HP からダウンロード可能） 

２．登記事項証明書、開業届等の営業が確認できる書類 

３．直近の確定申告書控えの写し又は決算書 

４．対象者（2）の業種は、3～5月中のひと月の売上と前年同月の売上がわか

る書類（売上台帳等） 

５．振込先口座情報がわかるもの（通帳の表紙、見開き 1、2ページ目の写し） 

６．本人確認書類の写し（運転免許証・マイナンバーカード・パスポート等） 

※個人事業者の方のみ 

７．納税証明書（直近 1年間分） 

※項目は個人及び法人の住民税のみで構いません。 

手 続 方 法 「予約による時間指定制」：電話予約のうえ、窓口申請とします。 

申 請 期 間 令和 2年 9月 25 日（金）まで（平日 9時～16時） 

問い合わせ 三沢市新型コロナウイルス感染症対策支援室【電話：0176-58-0518】 



事業者の方（個人事業主も含む）を対象とした支援 

21 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 3 次）三沢市経済対策支援助成金（拡充分） 

概 要 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受け、売上高等が減少し、事

業経営に大きな影響を受けている事業者を支援 

対 象 者 

農林畜産業、鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・水道業、情報通信業、運送業、

金融・保険業、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業、持ち

帰り・配達飲食サービス業、娯楽業、医療・福祉、（複合）サービス業 

※（3～12 月中のひと月の売上（前年同月比）が 20％以上減少した事業主に限る。 

支 援 内 容 1 事業者あたり 20 万円 

必要なもの 

１．申請書（市 HP からダウンロード可能） 

２．登記事項証明書、開業届等の営業が確認できる書類 

３．直近の確定申告書控えの写し又は決算書 

４．3～12 月中のひと月の売上と前年同月の売上がわかる書類（売上台帳等） 

５．振込先口座情報がわかるもの（通帳の表紙、見開き 1、2ページ目の写し） 

６．本人確認書類の写し（運転免許証・マイナンバーカード・パスポート等） 

※個人事業者の方のみ 

７．納税証明書（直近 1年間分） 

※項目は個人及び法人の住民税のみで構いません。 

手 続 方 法 「予約による時間指定制」：電話予約のうえ、窓口申請とします。 

申 請 期 間 令和 3年 2月 26 日（金）まで（平日 9時～16時） 

問い合わせ 三沢市新型コロナウイルス感染症対策支援室【電話：0176-58-0518】 
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（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金 

対 象 者 
臨時休校などにより、子どもの世話を行うことが必要となった従業員に対し、

有給休暇を取得させた企業や、休業した個人事業主 

支 援 内 容 

新型コロナウイルス感染症への対応として小学校等が臨時休業した場合に、そ

の保護者である従業員に有給休暇を取得させた企業や、休業した個人事業主に

対する助成 

助成率：企業の場合は休暇中に支払った賃金相当額（上限は日額 8,330 円） 

     個人事業主の場合は定額 4,100 円 

必要なもの 

・支給申請書 

・有給休暇取得確認書 

・支給要件確認申立書 

手 続 方 法 
申請書の提出は、学校等休業助成金・支援金受付センター（厚生労働省の委託

事業者）に郵送（配達記録が残るもの）してください｡ 

申 請 期 間 令和 2年 9月 30 日まで 

問い合わせ 

学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター 

【電話：0120-60-3999】 

（申請支援）三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 
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（経済産業省） 

 

（経済産業省） 

 

 

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 

対 象 者 市内中小企業・小規模事業者 

支 援 内 容 

新製品開発、サービス開発、生産プロセス改善のための設備投資等に対す

る補助金 

小規模事業者：2/3、中小企業：1/2、上限 1,000 万円 

必要なもの 事業計画書 など 

手 続 方 法 

申請は、電子申請システムでのみ受付。 

本補助金の申請にはＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要。アカウ

ントの取得には最大 2 週間程度を要しますので、未取得の方は、お早めに

利用登録を行ってください。 

申 請 期 間 随時募集あり 

問い合わせ 

全国中小企業団体中央会 ものづくり補助金事務局サポートセンター 

【電話：050-8880-4053】 

三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 

小規模事業者持続化補助金 

対 象 者 小規模事業者 

支 援 内 容 

販路開拓や業務効率化の取り組みに必要な機器装置費、広報費、専門家謝

礼金、委託費等に対する補助金 

補助率：2/3、上限 50万円（コロナ対応を行う場合は 100 万円） 

必要なもの 申請書 など 

手 続 方 法 

提出資料を「都道府県商工会連合会 小規模事業者持続化補助金地方事務

局」に提出してください。 

※本事業の電子申請に際しては、補助金申請システム（名称：Ｊグランツ）

が利用できます。 

申 請 期 間 随時募集あり 

問い合わせ 三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 
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（経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴ導入補助金 

対 象 者 市内中小企業、小規模事業者 

支 援 内 容 

ＩＴツール導入により業務効率化を行うためのソフトウェア、導入関連経

費に対する補助金 

補助率：1/2（コロナ対応を行う場合は 2/3）、上限 30～450 万円 

必要なもの （一社）サービスデザイン推進協議会にお問い合わせください。 

手 続 方 法 電子申請画面『申請マイページ』より行います。 

申 請 期 間 随時募集あり 

問い合わせ （一社）サービスデザイン推進協議会【電話：0570-666-424】 
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（三沢市） 

  

固定資産税の軽減措置 

概 要 
新型コロナウイルス感染症の影響で事業収入が減少している中小企業者、小規模

事業者の令和 3年度の償却資産・事業用家屋の固定資産税を軽減します。 

対 象 者 

●資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人 

●資本金又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が 1,000 人以

下の法人又は個人 

支 援 内 容 

令和 2年 2月～10 月までの任意の 3ヶ月間の事業収入と前年度同期間と比較 

●30％以上 50％未満減少 価格を 1/2 に軽減   

●50％以上減少      価格を全額軽減 

必要なもの 

●特例申告書（国から様式が示され次第お知らせします。） 

●認定経営革新等支援機関等（※）が認定した証明書 

 ※税務、財務等の専門知識を有し、一定の実務経験を持つ支援機関 

詳細は中小企業庁ホームページで確認出来ます。 

手 続 方 法 税務課へお問い合わせ下さい。 

申 請 期 間 令和 3年 1月 31 日 

問い合わせ 三沢市財務部税務課資産税係 【電話番号：0176-53-5111（内線 166・167）】 
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（青森県） 

 

  

経営安定化サポート資金「経営安定枠」 

対 象 者 

原則として県内で 1年以上同一事業を営んでいる中小企業者で、次のいずれか

に該当するとして、商工会会長又は商工会議所会頭の推薦を受けた方。 

① 最近 3 か月間の売上高又は受注高若しくは経常利益が、過去 3 か年のいず

れかの年の同時期と比較して 10％以上減少しているもの 

②売掛債権回収の長期化、売掛債権の回収不能又はその他の事由により経営の

安定に支障を生じているもの 

支 援 内 容 

○融資条件 

１．融資限度額  4,000 万円 

２．資金使途   運転資金 

３．融資利率   取扱金融機関所定利率から年 0,8％引き下げた利率（下限

1,4％） 

４．融資期間   10 年以内（うち据置期間２年以内） 

５．信用保証料  原則年 0.45％～1.90％ 

６保証人     原則として法人代表者以外の連帯保証人は徴求しない 

必要なもの 
県内に本店又は支店を有する金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金）

へお問い合わせ下さい 

手 続 方 法 
県内に本店又は支店を有する金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金）

へお問い合わせ下さい 

申 請 期 間 
県内に本店又は支店を有する金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金）

へお問い合わせ下さい 

そ の 他 融資利率について、「経営力向上割引」を利用する場合、さらに年 0.5％軽減。 

問い合わせ 県内に本店又は支店を有する金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金） 
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（三沢市） 

 

  

災害対策緊急資金（セーフティネット 4号保証） 

対 象 者 

1 年以上継続して事業を行っており、直近 1か月の売上高が前年同月比▲20％

以上、かつその後 2か月を含む 3か月の売上高が前年同期▲20％以上となるこ

とが見込まれる事業者（1年未満の事業者も要件を満たせば対象） 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する政府系金融機関融資、または民間金融機関が

行う青森県または市の制度融資 

例） 融資限度額：普通保証とは別枠で、有担保 2億円、無担保 8,000 万円 

融資期間：10 年以内（据置 2年以内） 

利率：0.9% 

保証料率：0.9% 

必要なもの 申請書、売上帳、確定申告書の写し、履歴証明書等 

手 続 方 法 
専用の認定申請書を産業観光課へ提出して下さい。 

（認定申請書の提出は金融機関による代理申請も可） 

申 請 期 間 令和 2年 2月 18 日～令和 2年 12 月 1 日 

そ の 他 要件確認のため、市の認定が必要。 

問い合わせ 

・県内金融機関 

・青森県信用保証協会【電話：017-723-1354】 

・（認定先）三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 
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（三沢市） 

  

新型コロナウイルス対応緊急資金 

（セーフティネット 5号保証） 

対 象 者 

直近 3か月の売上高（見込み額でも可）が、前年同月比▲5％以上の事業者（1

年未満の事業者も要件を満たせば対象） 

※業種指定あり（指定業種は、経済産業省中小企業庁のホームページでご確認

ください。） 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する民間金融機関が行う青森県または市の制度

融資 

例） 融資限度額：普通保証とは別枠で、有担保 2億円、無担保 8,000 万円 

融資期間：10 年以内（据置 2年以内） 

利率：1.2% 

保証料率：0.75% 

必要なもの 申請書、売上帳、確定通知書の写し、履歴証明書等 

手 続 方 法 
専用の認定申請書を産業観光課へ提出して下さい。 

（認定申請書の提出は金融機関による代理申請も可） 

申 請 期 間 令和 2年 2月 6日～令和 3年 1月 31 日 

そ の 他 要件確認のため、市の認定が必要。 

問い合わせ 

・県内金融機関 

・青森県信用保証協会【電話：017-723-1354】 

・（認定先）三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 
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（三沢市） 

  

新型コロナウイルス対応緊急資金（危機関連枠） 

対 象 者 

直近 1か月の売上高が前年同月比▲15％以上、かつその後 2か月を含む 3か

月の売上高が前年同期▲15％以上となることが見込まれる事業者（1 年未満

の事業者も要件を満たせば対象） 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する民間金融機関が行う青森県または市の制

度融資 

例） 融資限度額：普通保証・セーフティネット保証とは別枠で、 

有担保 2億円、無担保 8,000 万円 

融資期間：10 年以内（据置 2年以内） 

利率：新規 1.1%、借換 1.7% 

保証料率：0.8% 

必要なもの 申請書、売上帳、確定通知書の写し、履歴証明書等 

手 続 方 法 
専用の認定申請書を産業観光課へ提出して下さい。 

（認定申請書の提出は金融機関による代理申請も可） 

申 請 期 間 令和 2年 2月 1日～令和 3年 1月 31 日 

そ の 他 要件確認のため、市の認定が必要です。 

問い合わせ 

・県内金融機関 

・青森県信用保証協会【電話：017-723-1354】 

・（認定先）三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 
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（三沢市） 

 

  

新型コロナウイルス感染症対応資金 

（セーフティネット保証 4号、5 号または危機関連保証） 

対 象 者 セーフティネット保証 4号、5号または危機関連保証の認定を受けた事業者 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する民間金融機関が行う青森県または市の制

度融資 

例） 融資限度額：3,000 万円（セーフティネット保証枠、危機関連保証枠

いずれかの枠を使用） 

融資期間：10 年以内（据置 5年以内） 

利率：0.9% 

保証料率：0.85%（経営者保証免除対応 1.05%） 

必要なもの お問い合わせ下さい。 

手 続 方 法 
専用の認定申請書を産業観光課へ提出して下さい。 

（認定申請書の提出は金融機関による代理申請も可） 

申 請 期 間 令和 2年 5月 1日～令和 3年 1月 31 日 

そ の 他 

・要件確認のため、市の認定が必要です。 

・個人事業主（売上高▲5%以上）：保証料および利子全額補給 

・小・中規模事業者（売上▲5%以上）：保証料 1/2 補給 

・小・中規模事業者（売上▲15%以上）：保証料および利子全額補給 

※条件変更に伴う追加保証料は事業者負担 

問い合わせ 

・県内金融機関 

・青森県信用保証協会【電話：017-723-1354】 

・（認定先）三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 



事業者の方（個人事業主も含む）を対象とした支援 

31 

  

（日本政策金融公庫及び金融機関） 

 

  

農林漁業セーフティネット資金 

対 象 者 

主業農林漁業者等であって、新型コロナウイルス感染症により資金繰りに著し

い支障を来している、または来すおそれがある方 

（注）主業農林漁業者等とは 

個人：農（林漁）業に係る所得が総所得の過半を占めている方、または農（林 

漁）業に係る粗収益が 200 万円以上の方 

法人：農（林漁）業に係る売上高が総売上高の過半を占めている方、または農

（林漁）業に係る売上高が 1,000 万円以上の方 

支 援 内 容 

農林漁業経営の維持安定に必要な長期運転資金 

利 率：実質無利子（融資当初 5年間（林業者は融資当初 10 年間）） 

返済期間：10 年以内（うち据置期間 3年以内） 

融資限度額：【一般】1,200 万円 

     【特認】年間経営費等の 12/12 

※簿記記帳を行っている方に限り、経営規模等から融資限度額

の引き上げが必要と認められる場合に適用されます。 

必要なもの 下記問い合わせ先へご相談ください。 

手 続 方 法 下記問い合わせ先へご相談ください。  

申 請 期 間 随時 

問い合わせ 
青森県団体経営改善課 農業団体指導グループ【電話：017-734-9459】 

青森県水産振興課 水産経営グループ【電話：017-734-9588】 
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（日本政策金融公庫及び金融機関） 

 

  

農業経営基盤強化資金（ス－パ－Ｌ資金） 

対 象 者 
認定農業者（農業経営改善計画の認定を受けた方）であって、新型コロナウイ

ルス感染症により経営に影響が発生している方 

支 援 内 容 

農業経営改善計画の達成に必要な次の資金（新型コロナウイルス感染症の影響

により必要なものに限ります。）ただし、経営改善資金計画書を作成し、特別

融資制度推進会議の認定を受けた事業に限ります 

〇家畜等の購入・育成費、果樹等の新植・改植費、その他の経営費 

〇施設・機械の取得 

利 率：実質無利子（融資当初 5年間） 

返済期間：25 年以内（うち据置期間 10年以内） 

融資限度額：【個人】3億円（特認 6億円） 

    【法人】10 億円（特認 20億円（一定の場合 30 億円） 

※法人の特認のご利用に際して、民間金融機関からの資金調達等の要件があ

ります。 

必要なもの 下記問い合わせ先へご相談ください。  

手 続 方 法 下記問い合わせ先へご相談ください。 

申 請 期 間 随時 

問い合わせ 青森県団体経営改善課 農業団体指導グループ【電話：017-734-9459】 
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（日本政策金融公庫及び金融機関） 

 

  

 経営体育成強化資金 

対 象 者 

主業農業者等であって、新型コロナウイルス感染症により経営に影響が発生し

ている方 

（注）主業農業者等とは 

個人：農業に係る所得が総所得の過半を占めている方、または農業に係る粗 

収益が 200 万円以上の方 

法人：農業に係る売上高が総売上高の過半を占めている方、または農業に係 

る売上高が 1,000 万円以上の方 

支 援 内 容 

経営改善資金計画に基づいて行う農業経営の改善を図るために必要な次の資

金（新型コロナウイルスの影響により必要なものに限ります。） 

〇家畜等の購入・育成費、果樹等の新植・改植費、利用料の一括払い等 

〇施設・機械の取得 

利 率：実質無利子（融資当初 5年間） 

返済期間：25 年以内（うち据置期間 3年以内） 

融資限度額：負担額の 80％かつ個人 1億 5,000 万円 、法人・団体 5億円の 

範囲内 

必要なもの 下記問い合わせ先へご相談ください。  

手 続 方 法 下記問い合わせ先へご相談ください。 

申 請 期 間 随時 

問い合わせ 青森県団体経営改善課 農業団体指導グループ【電話：017-734-9459】 
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家賃支援給付金 

対 象 者 

5 月から 12 月において 

①いずれか１か月の売上高が前年同月比 50％以上減少した事業者 

②連続する 3か月の売上高が前年同月比で 30％以上減少した事業者 

支 援 内 容 
申請日の直前１か月以内に支払った賃料などをもとに算定された法人で最

大 600 万円、個人事業主で最大 300 万円を給付。 

必要なもの お問い合わせください。 

手 続 方 法 お問い合わせください。 

申 請 期 間 令和 3年１月 15日まで 

問い合わせ 中小企業庁・家賃支援給付金窓口【電話：0120-653-930】 
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（日本政策金融公庫） 

 

（日本政策金融公庫） 

新型コロナウイルス感染症特別貸付 

対 象 者 
直近 1か月の売上高が前年または前々年同月比▲5％以上の事業者 

（前年の実績がない事業者でも過去 3か月比等で適用可能） 

支 援 内 容 

運転資金・設備資金に対する融資 

融資限度額：中小事業 3億円、国民事業 6,000 万円 

融資期間：設備資金 20年以内、運転資金 15 年以内 

利率：中小企業 1.11%（当初 3年は 0.21%） 

   国民事業 1.36%（当初 3年は 0.46%） 

必要なもの 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

手 続 方 法 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

申 請 期 間 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

そ の 他 国が実質無利子となる利子補給制度を創設 

問い合わせ 

日本政策金融公庫 八戸支店【電話：0178-22-6274】 

三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 

三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 

新型コロナウイルス対策マル経融資 

対 象 者 直近 1か月の売上高が前年同月比▲5％以上の小規模事業者 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する融資 

融資限度額：1,000 万円（通常分と別枠） 

融資期間：設備資金 10年以内、運転資金 7年以内 

利率：1.21%（当初 3年は 0.31%） 

必要なもの 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

手 続 方 法 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

申 請 期 間 日本政策金融公庫または三沢市商工会にお問い合わせください。 

そ の 他 国が実質無利子となる利子補給制度を創設 

問い合わせ 

日本政策金融公庫 八戸支店【電話：0178-22-6274】 

三沢市商工会【電話：0176-53-2175】 

三沢市経済部産業観光課【電話：0176-53-5111】 
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（商工組合中央金庫） 

（日本政策金融公庫） 

（商工組合中央金庫による）危機対応融資 

対 象 者 
直近 1か月の売上高が前年同月比▲5％以上の小規模事業者 

（前年の実績がない事業者でも過去 3か月比等で適用可能） 

支 援 内 容 

運転資金および設備資金に対する融資 

融資限度額：3億円 

融資期間：設備資金 20年以内、運転資金 15 年以内 

利率：1.11%（当初 3年は 0.21%） 

必要なもの 商工組合中央金庫にお問い合わせください。 

手 続 方 法 商工組合中央金庫にお問い合わせください。 

申 請 期 間 商工組合中央金庫にお問い合わせください。 

そ の 他 国が実質無利子となる利子補給制度を創設 

問い合わせ 商工組合中央金庫 相談窓口【電話：0120-542-711】 

特別利子補給制度（実質無利子） 

対 象 者 

日本政策金融公庫等の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」、「新型コロ

ナウイルス対策マル経融資」等若しくは商工中金等による「危機対応融資」

により借入を行った中小企業者等のうち、以下の要件を満たす方。 

①個人事業主（事業性のあるフリーランス含む、小規模に限る）：要件なし 

②小規模事業者（法人事業者）：売上高 15％以上減少 

① 中小企業者：売上高 20％以上減少 

支 援 内 容 

上記要件を満たす事業者に対して実質無利子となる利子補給を実施 

・期間：借入後当初 3年間 

・補給対象上限： 

（日本政策金融公庫等）中小事業 1億円、国民事業 3千万円 

（商工中金）危機対応融資 1億円 

必要なもの お問い合わせください。 

手 続 方 法 お問い合わせください。 

申 請 期 間 随時 

そ の 他 
令和 2 年 1 月 29 日以降に日本公庫等から借入を行った方について、対象者

となる条件を満たせば、遡及適用が可能。 

問い合わせ 中小企業金融・給付金相談窓口【電話：0570-783183】 
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新型コロナウイルス感染症相談窓口 

相談・受診の前に心がけていただきたいこと 

・発熱等の風邪症状がみられるときは、学校や会社を休み外出を控える。 

・発熱等の風邪症状がみられるときは、毎日体温を測定して記録しておく。 

相談・受診の目安 

「帰国者・接触者相談センター」に相談いただく目安は次のとおりです。 

・息苦しさ(呼吸困難）、強いだるさ(倦怠感）、高熱等の強い症状のいずれかがある場合 

・重症化しやす方(※)や妊婦さんで、発熱や咳等の比較的軽い風邪症状がある場合 

※高齢者、基礎疾患(糖尿病、心不全、呼吸器疾患(慢性閉塞性肺疾患など）など）がある

方や、透析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤などを用いている方 

・上記以外の方で発熱や咳など比較的軽い風邪症状が続く場合 

（症状が４日以上続く場合は必ずご相談ください。個人差がありますので、強い症状と

思う場合には、すぐに相談してください。解熱剤などを飲み続けなければならない方

も同様です。） 

青森県新型コロナウイルス感染症コールセンター 

電話番号 0120-123-801（フリーダイヤル） 

受付時間 平日・土日・祝日 24 時間対応 

帰国者・接触者相談センター連絡先（上十三保健所） 

電話番号 0176-22-3510  

受付時間 平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

新型コロナウイルス感染症等健康相談 

 三沢市保健相談センター連絡先 

  電話番号 0176-57-0707  

  受付時間 平日 8 時 15～17 時 00 分 ※土日・祝日を除く 

その他の相談窓口 

厚生労働省電話相談窓口（コールセンター） 

電話番号 0120-56ー5653  

受付時間 平日・土日・祝日  9 時 00 分～21時 00 分 

こころのケア相談 

三沢市に住民登録のある本人または家族を対象に、こころの健康において、精神的な問題

や悩みを抱えているご本人とご家族に対して、市保健師による支援。毎月１回、各相談日

において対応。その他、随時の健康相談でも対応しています。 

① 電話相談 8 時 30 分～16 時 30 分 

② 面接相談 8 時 30 分～16 時 30 分の間に予約制（前日までに予約） 

こころのケア相談専用電話       【電話：0176-57-0029】 

三沢市健康推進課（保健相談センター内）【電話：0176-57-0707】 
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※支援策検索にご活用下さい。 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関する経営相談窓口 

■日本政策金融公庫 青森支店 017-734-2511（中小企業事業） 

               017-723-2331（国民生活事業） 

          弘前支店 0172-36-6303 

          八戸支店 0178-22-6274 

■商工中金 青森支店 017-734-5411 

      八戸支店 0178-45-8811 

■青森県信用保証協会 017-723-1354 

■青森県よろず支援拠点 017-721-3787 

■青森県中小企業団体中央会 017-777-2325 

■各商工会議所、青森県商工会連合会 

新型コロナ対策サポートナビ 


